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日本におけるエンターテインメントビジネスの現況  
－アミューズメントとディズニー式テーマパークのビジネス展開－  

西本 みゆき 
日本大学大学院総合社会情報研究科博士後期課程 

Present condition of the Entertainment business in Japan   
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This paper pursues how successfully Amusement and American typed entertainment businesses have 

grown in Japan, and what conditions for the success are required over the years. Later on being aimed at 
Amusement and Disney styled theme park, which are recognized as a successful cases of entertainment 
representation, the skim and theme of businesses have been improved over the years as their business 
environment shifted due to those factors, such as a market trend based on Japanese and American 
economics and consumption trends that drive the Sony and Oriental land companies’ decisions. 
 

はじめに 

 

当研究においては、日本におけるエンターテイン

メントビジネスの現況とその構成を把握し、第二次

大戦後移入された、しかも嘗て日本に存在しなかっ

たエンターテインメントビジネスとはどのようなも

のなのか、それがどのように日本の土壌に根を下ろ

し、展開、定着してきたのか、アミューズメントの

代表企業であるソニー（株）、米国型ディズニー式テ

ーマパークビジネスの代表企業であるオリエンタル

ランド（株）の事例を通じて、国際的、国内的なこ

のビジネスの展望と今後の更なる発展のための課題

を模索する。また、テーマパークビジネスについて

将来的に競争を予想される中国の現状についても言

及する。 
 

I. 日本におけるエンターテインメントビジ
ネスの現況と構成 

1. 現況と構成 
日本において、米国国務省が分類しているエンタ

ーテインメントの概念や定義についてはまだ確定し

ていない。日本の総務省産業分類ではサービス業に

分類されている。また、米国総務省の分類と異なり、

経済産業省では４部門に分類している。その関係を

表１に示す。 

表１　日米の産業分類

Ｑ サービス業 71 エンターテインメント、
レクレーション

84 娯楽業 713 アミューズメント、
ギャンブリング、
レクレーション業

スポーツ部門 スポーツ
844 スポーツ
趣味創作部門 アート、ホビー

841 映画館
842 演芸場・興行団
娯楽部門

843 競輪・競馬
競争場・競技団

846 遊技場
849 その他の娯楽業
観光行楽部門

845 公園
8451 公園 7131 アミューズメント、アーケイド
8452 遊園地
8453 テーマパーク 71311 アミューズメント、テーマ
出所：　　　　　　　　

部門別区分は余暇レジャー統計年報2004年版（経済産業省監修、生活情報センター版）

<http://www.census.gov/epcd/www/naics.html.>（2004年9月17日）、

総務省統計局　日本標準産業分類（平成14年3月改訂）

＜http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/3.htm ＞(2004年9月16日）

総務省統計局産業分類 米国国務省産業分類

アミューズメント、パーク、アーケイド

アミューズメント、ギャンブリング

 

 

2. 日本のエンターテインメントビジネスの市場規
模とその構成 
平成 14 年度において日本のＧＤＰの構成中、個
人消費（民間最終個人消費支出）は約 296兆円、そ
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のうちの 28％、約 83兆円がエンターテインメント
ビジネスの対象となる。そして、83 兆円の 67.4％
を占めるのが娯楽部門（米国ではアミューズメント

分類）、13.1％を占めるのが観光行楽部門（米国では
アミューズメント、パーク分類、テーマパーク小分

類）であり、この両部門で全体の約 80％強を占めて
いる。 

表２　日本のエンターテインメントビジネスの市場規模とその構成

部門 ￥＝億円 シェア％ 伸び率％
1 スポーツ 45,500 5.5% -3.2
2 趣味創作 116,240 14.0% -0.3
3 娯楽 559,090 67.4% 1.3
4 観光行楽 108,740 13.1% -0.9
合計 829,660 100.0% 0.5

註１）伸び率は平成13年対比で平成14年の数字

出所：１～４の部門区分は余暇・レジャー総合統計年報2004年版から著者作成  
この両部門の平成 14 年度の前年対比伸び率は、娯
楽部門はプラス 1.3％、一方、スポーツ、趣味娯楽、
観光行楽部門は、－3.2％、－0.3％、－0.9とマイナ
ス成長になっている。各部門の詳細内訳を表 3に表
している。 

表３　部門別詳細　

1　スポーツ部門 ¥=億円 伸び率％ ２　趣味創作 ¥=億円 伸び率％

球技スポーツ用品 6,740 -0.7 趣味・創作部門 16,910 1

山岳・海洋用品 7,390 -3.5 鑑賞・レジャー用品
（テレビ・音楽機器・音楽テープ）

37,370 0.1

その他の用品 3,460 0.6 新聞・書籍 45,210 -0.7

スポーツ販売等 3,520 -0.3 学習・レジャーサービス 10,610 -2

スポーツ施設・スクール 23,200 -4.8 鑑賞・レジャー 6,130 0.3

スポーツ観戦料 1,280 -0.8 小計 116,240 -0.3

小計 45,500 -3.2

3 娯楽 ¥=億円 伸び率％ 4　観光行楽 ¥=億円 伸び率％

ゲーム（パチンコ、ゲー
ムセンター・ＴＶゲーム）

304,320 4.6 自動車関連
（レンタカー他）

31,500 0.2

ギャンブル
（宝くじ・競輪・競馬）

71,690
-4.8 国内観光（鉄道バス・
航空機・ホテル・レ
ジャーランド他）

69,230 -1.6

飲食 （外食・喫茶・バー） 178,930
-1.1

海外旅行 8,010 1.5

カラオケボックス 4,150
-7.8 小計

108,740 -0.9

小計 559,090 1.3

註１）伸び率は平成13年対比で平成14年の数字

出所：余暇・レジャー総合統計年報2004年版から著者作成  
 
3. 日本におけるアミューズメントとテーマパーク
ビジネス 
日本のエンターテインメント市場におけるアミュ

ーズメントの占める割合は、娯楽部門の中のゲーム

（ＴＶゲームを含む）、趣味創作部門の中の鑑賞レジ

ャー用品、鑑賞レジャーを含めたもので、合計は 34
兆 7,820億円となり、全体の 41.9％を占める。 
一方、観光行楽部門中、国内観光の消費額は 6兆

9,230億円で観光行楽部門の 63.7％を占める。この
国内観光中、遊園地・レジャーランドの消費額は

6,590億円となっており、国内観光行楽の 9.5％を占
める。東京ディズニーランド・ディズニーシーの平

成 14 年の売上高が約 2,800 億円であることから、
国内観光行楽の約 50％の市場をこの 1 テーマパー
クビジネスが占めることになる。 
 
II. 米国型エンターテインメント、アミュー
ズメント、パーク＆アーケイド、テーマ

パークビジネスの概要 

1. 米国型エンターテインメントビジネスの構成と
規模 

(1) 構成と規模 
 米国の 1999年度のＧＤＰは約 9兆 2,370億ドル
で、エンターテインメント関連消費は約 1兆 922億
ドル、日本円で約 109 兆円であった。日本の 83 兆
円の 1.31倍である。日本と同様に娯楽、観光、行楽
部門の占める割合が大きいと推定される。また、米

国のエンターテインメント消費比率（個人消費に占

める割合）は 17.4％、日本の場合は 28％となって
いる。 
表４　米国型エンターテインメントビジネス（米国統計局分類７１）の構成と規模

（１）　スポーツ部門　 スポーツ 

（２）　趣味・創作部門　 アート、　ホビー 

（３）　娯楽部門　 アミューズメント　ギャンブリング 

（４）　観光・行楽部門　 アミューズメント、パーク、アーケイド 

1999年度米国のＧＤＰ（ＧＥ） $ 9237.0    （10億ドル） 

1999年度米国の個人消費　 $ 6281.16　（10億ドル） 

1999年度エンターテインメント消費 ＄1092.2　（10億ドル）

同上比率 17.40%

出所：内閣府「海外経済データ － 月次アップデート」平成15年10月及び
<http://www.census.gov/epcd/www/naics.html.>（2004年9月17日）から引用

 
2. 米国エンターテインメントビジネスの内容 
(1) ビジネスの特性 

1) 非日常性 
2) オリジナル性 
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3) 演出・物語性の強調 
4) ゲストの期待の存在 
5) 飽きない仕掛けの存在 

(2) ビジネスの要件 
1) アメリカンドリームの体験できる場所の提
供 

2) ゲスト各人の創造性を重視 
3) ゲスト各人の人生を再現する機会の提供 

(3) 成功の条件 
1) 消費マインドの拡大からレジャー消費の拡
大 

2) 価値観の転換、快楽消費の出現 
3) 個人消費全体の拡大 

である。 
 
III. 日本におけるエンターテインメント
ビジネスの市場動向と特性 

1. 市場動向と特性 
(1) 日本ではサービス業として産業分類されるが、
アメリカのエンターテインメントビジネスの発

展と比べて約 20 年遅れで同様の傾向を示して
いる。 

(2) 日本においては成熟化したスポーツ、趣味創作
部門、未だ拡大傾向にある娯楽（ＡＶ・ゲーム・

宝くじ）、観光行楽（海外旅行、テーマパーク）

部門に区分されている。 

 

2. 日米両国の 1980年代以前 
米国：第二次大戦後（1945年）から黄金時代の始
まり 成長と繁栄の時代の幕開け 高齢化、都市化、

少子化、国際化の進展 
1955年 7月ディズニーランド開園 
1971年 10月ディズニーワールドの開園 
日本：1965年始め高度成長時代の幕開け、新幹線
の開通、東京オリンピックの開催 
1950年ソニーテープレコーダの発売 
1955年ソニートランジスタラジオの発売 
1965年ソニーＤＶＤの開発 
1970年ソニーアメリカ市場の確立と拡大 
 
 第二次世界大戦後の1945年から1970年代の半ば

までのおよそ 30 年間は、米国の黄金期とみなされ
る。戦後は米国を中心とする世界秩序ができあがり、

国内では他に例をみない高い水準の経済成長が続き、

全体として大衆の生活水準は急上昇した。米国は

1949 年ごろから、50 年代後半の一時期を除きほぼ
一貫して 20 年ほどの経済成長を経験した。終戦の
年から 1960年までの 15年間、ＧＮＰは 2.5倍にも
増え、失業率は再転換期を除けば 5％以下に収まっ
ていた。戦時体制からの転換と大戦中、動員してい

た兵士が社会に復帰し、産業界も軍需生産から民需

品中心に転換した。 
1954年には、住宅デヴェロッパーに優遇措置を与
える住宅法も制定され、これによって安価な住宅が

大量に供給され、多くの米国人が、土地と家屋を手

にいれてそこに移り住んだ。土地付家をもつことが、

中流階級だとすれば、米国社会には中流層が増加し

た。 
住宅購入ブームは消費ブームを引き起こし、自動

車や耐久消費財の消費時代へ突入する。自動車産業

の好況はさらに大きな波及効果を及ぼし、食品、日

用品、家庭用品等の消費財の需要を益々刺激し、低

利の住宅ローンが幸いして、住宅購入後も人々は可

処分所得がかなりあった。米国内消費は連鎖反応を

起し、爆発的に拡大、大型スーパーが次々と開店し

大量生産・大量消費に拍車をかけた。 
大量消費時代は、米国の人々の価値観を変えてい

く。物質的に豊かになり、毎日何度も繰り返し放送

されるテレビコマーシャルの洗脳を受け、「消費は美

徳」という価値観を受け入れていった。消費に罪悪

感をもたなくなった米国人は、もはや無形の娯楽に

支出することにも抵抗を感じなくなっていった。そ

して、消費社会と大衆娯楽時代が到来する。 
 
米国が消費と娯楽する豊かさを享受していた頃、

日本は敗戦からの復興を遂げ、経済成長の兆しが見

え始めていた頃であった。米国の後を追う様に、テ

レビの普及によるマスメディアの影響を受け、日本

人の余暇や娯楽の意義は拡大をし始めてはいたが、

まだまだ生活の向上と物的欲求の充足が最優先であ

った。 
1960年代から高度成長時代が始まり、1973年に
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第一次石油ショックがおきるまで日本経済は破竹の

勢いで拡大する。経済成長率は平均して約 10％強で
推移し、投資が投資を呼ぶ設備投資が行われ、国際

競争力が強化、輸出が GNP の 2倍近い勢いで伸び
た。1963年に東海道新幹線開通、東京オリンピック
開催、そして、1964年、日本は OECDに加盟し主
要先進国への仲間入りを果した。 
カラーテレビ、クーラー、車が新しい耐久消費財

として登場、耐久消費時代を迎え、その結果、女性

が家事労働から解放され、女性労働力が増える。ま

た、住宅建設（1955年住宅公団創設）の進展により
狭いながらも水洗トイレを備えた集合賃貸住宅が人

気になる。 
1970年代、日本経済は鉄鋼・造船・自動車の各分
野において質・量面で世界のトップクラスとなる。

第一次・第二次石油ショックを乗り越え、ゼロ成長

時代がくるといわれるが、企業は市場原理を生かし

て省資源・省エネルギーを推進、石油をはじめ原材

料輸入の節約をもたらし、技術革新による製品、と

くに輸出品の高付加価値化を成功させた。また、ア

ジアで初、日本が初めての主催国となった大阪万国

博の成功をきっかけに消費文化の幕開け、一億総レ

ジャー化時代が始まる。未来のレジャーやライフス

タイルを提示された夢のようなイベントに日本人は、

高度成長期のモーレツ時代に蓄積された忍耐や勤労

の代償として、ファストフードやカジュアルウエア

等に象徴される豊かで便利なアメリカのライフスタ

イルを、アメリカンドリームとして追い求めていっ

た。 

 

3. 日米両国の 1980年代以降 
米国：レーガノミックス、バイオテクノロジー革

命への突入、科学技術政策、女性の労働進出、単身

世帯の増大、家族形態の多様化、所得格差の増大 

1982年ディズニーＥＰＣＯＴセンター開園 
1992年ディズニーランドパリ開園 
1998年ディズニークルーズラインの発足 
日本：1980年代経済の安定成長期、レジャー個性
化時代が始まり、アミューズメントの定着化 
1983年 4月東京ディズニーランド開園 
1985年筑波国際科学技術博覧界開催 

同年ソニー、ソフト・ハードシナジー化の推進 
1990年バブル崩壊 
1995年ＩＴ元年 
2001年 9月東京ディズニーシー開園 
 

1980年代、日本を除く全ての先進国がスタグフレ
ーションに悩んでいたが、日本経済は成長率ほぼ

4％前後と堅調な推移を見せた。欧米の一人当たり
の国民所得を追い抜いた時期であり、1987年には米
国の＄14,763を上回り、経済大国日本を印象付けた。 

80年代の安定経済成長を背景に、米国カリフォル
ニアディズニーランドの開園から約 25 年以上の時
を経て、日本の千葉県浦安に東京ディズニーランド

が開園する。これによって日本で全く新しいビジネ

スが誕生する。日本人が嘗て体験したことのないエ

ンターテインメントの世界の出現は、日本の人々の

娯楽に対する意識や、その活動の質的変化を促した。

そして、東京ディズニーランド開園以降、テーマパ

ークブームが始まる。 
 1990年に東京の多摩市に「サンリオ・ピューロラ
ンド」、北九州市に新日鉄が中心となって開発した

「宇宙」をテーマとした「スペースワールド」が開

園、1992年には、長崎県佐世保にハウステンボス、
1993年には伊勢志摩に「パルケ・エスパーニャ志摩
スペイン村」、同年 7月には宮崎に「シーガイア・オ

ーシャンドーム」などが続々と誕生した。 
90年代はいわば、テーマパーク戦国時代であり、 
大小さまざまなテーマパークが出現したが、バブル

崩壊とともに淘汰されていった。 

21世紀を迎えた 2001年はテーマパークビジネス
の新時代が始まる。3 月、米国ユニバーサル・スタ
ジオが大阪に進出、ユニバーサル・スタジオジャパ

ンが開園、同年 9月には、東京ディズニーシーが開
園、舞浜エリアは、東京ディズニーランドと併園、

「東京ディズニーリゾート」として拡張された。こ

の年は、日本国内の東西米国型テーマパーク対決が

話題になり、その後、テーマパーク二極化時代とい

われたが、経営の外環境は刻々と変化し、2005年現
在、香港に開園する競合の出現に、また新たな時代

を迎える。 
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4. 日本におけるエンターテインメントビジネスの
特性 

(1) アミューズメント関連 
ＴＶ、ビデオソフト、ゲーム（パチンコ、ゲー

ムセンター）は増加の傾向にある。日本アミュー

ズメント工業協会等「アミューズメント産業界の

実態調査」によれば、1995 年家庭用ゲーム販売
高は、7,876 億円、オペレーション売上高 6,240
億円、業務用アミューズメント機製品販売高

2,108億円、合計 1兆 6,225億円であった。2001
年家庭用ゲーム販売高は、1兆 5,024億円、オペ
レーション売上高 5,903億円、業務用アミューズ
メント機製品販売高 1,408億円、合計 2兆 2,335
億円で、アミューズメント産業の市場規模は 95
年からの 6 年間で約 1.4 倍に増加し、2 兆 2,000
億円に拡大している。 
表５　アミューズメント市場規模の推移  

0
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10,000

15,000

20,000
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出所：余暇・レジャー総合統計年報2004年版、254頁から引用 
(2) テーマパーク関連 
横断型ビジネス（産業）であり、成熟した社会

において衣食住に次ぐ生活慣習の１部となってい

るので景気に影響されることがない。また、日照

日数等気候条件・交通の利便等立地条件が重要な

ビジネス（産業）である。ＴＶなどのメディア化、

都市景観、無形の社会的財産との結びつきにより、

公共性が強いビジネス（産業）である。 

 

IV. 日本におけるアミューズメント（娯楽部
門）ビジネスを展開している企業の事例

研究 

1. ソニー（株）の紹介 
ソニー（株）はＡＶ機器では世界最大規模であり、

国際的に通用するブランドである。21世紀に入って
ゲームが急成長し、映画、音楽、金融等にも多角化

を推進している。2003 年 3 月期において、連結事
業としては、エレクトロニクス 68、ゲーム 9、音楽
8、映画 8、その他事業１、海外事業 67、となって
いる。 

表6 ソニー（株）
ソニー（株）

本社 東京都品川区北品川6－7－35

事業所 大崎東、大崎西、芝浦、品川、厚木、仙台他

事業内容
エレクトロニクス、生命保険、ＣＳデジタル放送、　ＩＴ事業、ブロードバン
ド、ゲーム

拡充
ソニーミュージックエンターテインメント（レコード会社）、ソニーピクチャー
ズエンターテインメント（映画）

2003年3月期 （単位：百万円）

純資産 8,904,861

資本金 480,262

売上高 7,578,258

営業利益 134,631

経常利益 92,775

純利益 15,310

出所：会社四季報’04春号、994頁。

 

2. ソニー（株）の分析 
表7　ソニー（株）総合評価

評点 99年度３月 01年度３月 03年度３月

連結 連結 連結

財務の安全性 S 流動比率 20 20 18 20

収益性 P 総資本経常利益率 15 12 6 12

活力 A 総資本回転率 15 9 8 8

成長性 D 売上高伸率 25 20 22 18

人の力 M 社長の任期 15 9 9 8

企業力 E 明確なビジョン 10 10 10 10

合計点 T 100 80 73 76

出所：

森田松太郎『ビジネスゼミナール、経営分析入門』日本経済新聞社2001年10月344－353頁

会社四季報1999～2003年版　

 

3. ソニー（株）各経営者の時代とその変遷 
(1) 井深大時代  
昭和 21年（1946年）ソニー（株）の基盤づくり  
昭和 25年（1950年）7月日本初のテープレコーダ
ーの発売 

昭和 30年（1955年）日本初のトランジスタラジオ
の発売 

昭和 35年（1960年）米国進出（ソニーコーポレー
ションオブアメリカ）世界初のトランジスタテレビ

の発売 

(2) 盛田昭夫時代 
昭和 46年（1971年）米国市場の拡大、発展 
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昭和 50年（1975年）世界初の家庭用ＶＴＲの発売 
(3) 岩間和夫時代  
昭和 49年（1974年）世界市場への拡大、発展 
昭和 54年（1979年）ソニーウォークマン発売 
(4) 大賀典雄時代  
昭和 57年（1982年）エンターテインメントビジネ
スへの拡充（ＣＤとＣＤプレーヤー開発成功による） 
ＶＴＲのＤＶＤ（Digital Video Disk）開発 
新事業の開拓 ソフト・ハードのシナジーの進展 
昭和 63年（1988年）米国ＣＢＳレコード買収＝現
ソニー・ミュージックエンターテインメント（ＳＭ

Ｅ）設立  
昭和 64年（1989年）米国コロンビア映画買収＝現
ソニー・ピクチャーズエンターテインメント（ＳＰ

Ｅ）の創設 
経営の近代化 執行役員制の導入 
平成 5 年（1993 年）ソニー・コンピューターエン
ターテインメント（ＳＣＥ）設立 
平成 6年（1994年）プレイステーション発売 
フィリップスと共同開発「マルチメディアＣＤ」（Ｍ

ＭＣＤ）→ＳＤ規格の採用 
(5) 出井伸之時代  
平成 7 年（1995 年）ＡＶ，ゲーム、システムビジ
ネスの拡充 
ボックスビジネスからシステムビジネスへの移行 

デジタル化の推進 
平成 9 年（1997 年）バイオＰＣ、平面ＴＶベガの
発売 エンターテインメントロボット「ＡＩＢＯ」

発売 
平成 12年（2000年）小型二足歩行ロボット発売 
 

4. ソニー（株）の国際化 
1990年代、ソニーの組織は取締役をメンバーとす
る経営会議の下に、事業部別（日本国内）、地域別（海

外）の各部門会社から構成されていた。その後、世

界分業体制を採用、海外の子会社を地域統括会社に

編成し、国際化に対応していった。 
 2004年、タイム・ワーナー社やジェネラル・エレ
クトリック社（ＧＥ）との競争に打ち勝ち、米国映

画会社ＭＧＭ（メトロ・ゴールドウィン・メイヤー）

の買収に成功。尚一層のソニー・ピクチャーズエン

ターテインメント（ＳＰＥ）部門の強化を図るため、

2005 年 3 月期において経営トップにソニーアメリ
カ社長であったハワード・ストリンガー氏を起用す

ることになった。 
表8　ソニー（株）組織（平成15年4月現在）

経営プラット
フォーム

出所：www.sony.co.jpから引用

インフォメーションテクノロジーカンパニー（Ｉ
Ｔ）コミュニケーションネットワークカンパ

ニー

ホームエレクトロニクス（ＨＥ）カンパニー

パーソナルオーディオビジュアル（ＡＶ）ネッ
トワークカンパニー

パーソナルソリューショングループ

ソニーファイナンシャルグループ

ソニーエリクソンモバイルコミュニケーションカンパニー

セミコンダクタソリューションネットワークカ
ンパニー

マイクロシステムズネットワークカンパニー

プロフェッショナルソリューションズネットワークカンパニー

ソニーＲ＆Ｄラボラトリー

エンターテインメントビジネスグループ

ゲームビジネスグループ

 

 

V. 日本における米国型ディズニー式テーマ
パークビジネスを展開している代表企業

の事例研究 

1. オリエンタルランド（株）の紹介 
オリエンタル(株)は、総務省統計局「日本標準分
類(平成 14年 3月改訂)」によれば、分類項目Ｑサー
ビス業、84 娯楽業、845 公園・遊園地、8453 テー
マパークと分類されるサービス業の分類にはいる。 
事業としては、東京ディズニーランド、東京ディ

ズニーシー、イクスピアリ、ディズニーアンバサダ

ーホテル、東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ、

ディズニーリゾートラインを展開。 
連結事業としては、テーマパーク 85、複合商業施
設 6、その他事業 9となっている。拡充計画として
は、2004 年度 3 月期従来からの継続による新アト
ラクション他を順次導入。2005年から宿泊特化型ホ
テル開発、ブロードバンド「デイワンダーランド」

に資本参加の予定。 
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表9　オリエンタルランド（株）
オリエンタルランド（株）

本社 千葉県浦安市舞浜1－1

事業所
東京ディズニーランド、東京ディズニーシー、イクスピアり、ホテル２、モノ
レール

店舗 テーマパーク外商品販売施設７、他店舗２、ディズニーストア47

事業　連結 テーマパーク85、複合商業施設６、その他９

拡充
2004年3期連続による新アトラクション他を順次導入。2005年宿泊特化型
ホテル開発、ブロードバンド「デイワンダーランド」に資本参加予定

2003年3月期 （単位：百万円）

純資産 691,882

資本金 63,201

売上高 277,787

営業利益 29,167

経常利益 27,406

純利益 15,703

出所：会社四季報2003年版、第４刷、543頁。

 
2. オリエンタルランド（株）の分析 
表10　オリエンタルランド（株）総合評価

評点 86年度3月 99年度３月 01年度３月 03年度３月

単独 連結 連結 連結

財務の安全性 S 流動比率 20 8 14 22 16

収益性 P 総資本経常利益率 15 21 22 12 19

活力 A 総資本回転率 15 8 6 6 5

成長性 D 売上高伸率 25 25 20 10 22

人の力 M 社長の任期 15 11 12 14 9

企業力 E 明確なビジョン 10 10 10 10 10

合計点 T 100 83 84 74 81
出所：会社四季報　オリエンタルランド（株）サービス（事業部門）

１９９９年第一編３５２頁、第二編３５１頁、第三編３５５頁、第四編３５５頁、２０００年第一編３５８頁、第二編３６０頁、第三編３６１頁、第四編３６１頁

２００１年第一編３６５頁、第二編３６５頁、第三編３６７頁、第四編３７１頁、２００２年第一編３８０頁、第二編３８４頁、第三編３８５

第四編３８７頁、２００３年第一編３９１頁、第二編３５４頁、第三編５３３頁、第四編５４３頁から著者作成

 
3. 東京ディズニーリゾートの設立 

1983 年 4 月、東京ディズニーランド開園、2001
年 9月、東京ディズニーシー開園、翌年東京ディズ
ニーリゾートに名称を変更。 

1983年 4月に開園した東京ディズニーランドは、
敷地面積 82万 6000㎡（それまでの遊園地の平均が
17万 6000㎡）従業員数 6700人という規模で登場
した1。規模を当時存在した主な遊園地と比較してみ

ると、その数は約260箇所、入場者数は14000万人、
東京ディズニーランドを含むとその市場規模は

3600億円程度と推定されていた。日本長期信用銀行
では東京ディズニーランドの売上額は 700億円と仮
定、他方、既存のレジャーランドは東京ディズニー

ランドの影響を受けて売上額が昨年対比 10％減と
推計したが、結果、市場規模は昨年対比 50％増の
1800億円に達したとみられた。 
東京ディズニーランドは開園後毎年 1000 万人以
上の入場者を集め、1990年には入場者数、1400万
人以上に達した。開園前の 1973 年当時の日本全国
                                                  
1中山裕登『レジャー産業』産業界シリーズ ＮＯ．651 教育社新

書 1996 年 5 月 106 頁。 

の主要遊園地の総入場者数は 5000 万人であり、東
京ディズニーランドの出現は遊園地の総入場者数を

一挙に拡大させた。客単価も、通常の遊園地が 2600
円程度であったのに対し、それを 3 倍上回る 7800
円に達している2。2001 年にディズニーシーが開園
したことで、2002年には 2000万人以上を集客して
いる3。 

表１１　東京ディズニーランドの入園者数の変化
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出所：OLCホームページよりIR情報株式通信2003年VOL2から入場者数引用　作図著者

 
4. オリエンタルランド（株）と米国ウォルト・ディ
ズニーカンパニーの総合評価比較 

(1) 総合比較 
資金力、安全力、収益力、資金運用力、発展力、

企業力等の両社の総合力の合計点は、オリエンタル

ランド（株）が 76 点～91 点、ディズニーは 78 点
～99点であるので、両社において大きな相違は認め
られずディズニーが世界有数且つ優秀な企業である

とすれば、オリエンタルランド（株）も同等程度で

企業会計上優秀企業と評価できる。 
(2) 両社の経営重点項目 
両社（日米エンターテインメントビジネス主体の

企業）の収益力を示す総資本経常利益率、売上高経

常利益率の項目の相関係数が極めて高く、0.88 と
0.84、売上伸び率、経常利益伸び率が 0.45、0.46と
なり他項目はマイナスあるいは無視してもよい程度

の相関係数となった。 
オリエンタルランド（株）単独の場合、その相関

                                                  
2中山裕登『レジャー産業』産業界シリーズ ＮＯ．651 教育社新

書、1996 年 5 月 108 頁。 
3 株式会社オリエンタルランド株主通信、2003 年 V 春夏号 2頁。 
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係数は、総資本経常利益率 0.98、売上高経常利益率
0.82、売上伸び率 0.89、経常利益率伸び率 0.98 で
総資本経常利益率、経常利益率伸び率がいずれも

0.98 を示した。99、01、03 年の間のオリエンタル
ランド（株）の評価は経常利益率が高く、経営戦略

として極めて重要な目標になっていたと考えられる。 
一方、米国ウォルト・ディズニーカンパニーの 99、

01、03 年についての相関係数は、自己資本比率が
0.91、総資本経常利益率 0.91、売上高経常利益率
0.93となり、他の項目は相関が殆どないとの結果が
得られた。経常利益重視、自己資本重視が経営戦略

目標であると考えられる。 
表12　オリエンタルランド（株）とディズニーカンパニーの総合評価比較

評点 OLC OLC Disney OLC Disney OLC Disney
(開園初頭）
86/3 99/3 99/9 01/3 01/9 03/3 03/9

資金力 流動比率 10 4 6 4 10 4 6 4
安全力 自己資本比率 10 4 8 12 12 10 10 12
収益力 総資本経常利益率 10 5 14 18 8 2 14 5

売上経常利益率 5 16 8 12 4 4 6 6
資金運用力 総資本回転率 5 4 2 4 2 4 2 4

売上債権回転率 10 0 - 3 - 8 3
発展力 売上高伸率 5 10 6 3 1 3 8 6

経常利益伸び率 5 10 8 3 1 3 8 8
売上付加価値率 5 5 7 8 7 8 3 8

企業力 取締役の平均年齢 5 1 1 5 1 5 1 5
従業員の平均年齢 5 6 6 5 5 5 5 5
労働分配率 5 4 4 5 4 5 4 5
社長の任期 5 5 5 1 5 1 5 1
明確なビジョン 10 10 10 10 10 10 10 10
売上研究開発比率 10 2 2 2 2 2 2 2
営業キャッシュフロー 10 4 4 4 4 4 3 4

合計点 115 90 91 99 76 78 87 88
出所：会社四季報　オリエンタルランド（株）サービス（事業部門）

１９９９年第一編３５２頁、第二編３５１頁、第三編３５５頁、第四編３５５頁、２０００年第一編３５８頁、第二編３６０頁、第三編３６１頁、第四編３６１頁

２００１年第一編３６５頁、第二編３６５頁、第三編３６７頁、第四編３７１頁、２００２年第一編３８０頁、第二編３８４頁、第三編３８５頁

第四編３８７頁、２００３年第一編３９１頁、第二編３５４頁、第三編５３３頁、第四編５４３頁から著者作成

The Walt Disney Company 03’FACT BOOK、The Walt Disney Company 2003 Annual Report 、

The Walt Disney Company FACT BOOK 2001、The Walt Disney Company Annual Report 2001

The Walt Disney Company 99’Annual Reportからデータ取得、著者作成  
 
5. 米国ウォルト・ディズニーカンパニー 
 米国ウォルト・ディズニーカンパニーは、映画産

業を母体として発展し、キャラクター・ビジネスに

よって拡大・成功した企業であり、2003年の事業セ
グメントは、メディアネットワークス、スタジオエ

ンターテインメント、パークス＆リゾーツとコンシ

ューマプロダクツである。 

2003 年、ABC テレビネットワークを経営、10 の
ブロードキャストテレビステーション、60以上のラ
ジオステーションをもつ、タイム・ワーナーに次ぐ

世界で第 2位の巨大メディア・コングロマリットで
ある。また、ESPN や A&E テレビネットワーク等ケー

ブルネットワークの株を保有している。ブランチで

ある、ウォルト・ディズニースタジオはタッチスト

ーンピクチャー、ハリウッドピクチャー、ミラマッ

クス映画会社への映画制作、また、ウォルト・ディ

ズニー・インターネットグループはオン・ラインビ

ジネス部門であり、ディズニー・オンラインを含む

ニュースやエンターテインメントのサイトを運営し

ている。 

表13　米国ディズニーカンパニー　事業セグメント（2003年現在）

Media Networks Broadcasting/Cable networks

Live-action and animated motion pictures 
Musical recordings  Live stage plays

Studio Entertainment Theatrical/home video/ TV distribution
Walt Disney pictures/Touchstone pictures
Hollywood pictures/Miramax films/Dimension Films

Walt Disney World Resort/ Tokyo Disney Resort
Disney Vacation club/ Disney Cruise Line

Parks and Resorts Disney Regional Entertainment/Walt Disney
Imagineering
Anaheim Sports, Inc. Mighty Ducks

Consumer products Disney Licensing/Disney Publishing/Disney Retail

 出所：The Walt Disney Company 03’FACT BOOKより引用著者リスト作成  

 

VI. エンターテインメントビジネスにおける
将来展望 

1. アミューズメントビジネス・ソニー（株）の将来
展望 

(1) コンピューターとＡＶの融合時代のソニー戦略 
1) ＡＶのデジタル化＝エレクトロニクスの挑戦 
2) ＳＰＥ（ソニー・ピクチャーズエンターテイン
メント）の再編成＝エンターテインメントビジ

ネスの更なる挑戦 

3) 衛星放送事業の開拓＝エレクトロニクスとエン
ターテインメントの融合による新事業の開拓 

(2) ハードとソフトのシナジー効果を狙った総合エ
ンターテインメント企業体制の確立 

(3) システムビジネスの展開 
  ネットワーク環境に対応し、新しい民生用の電

子産業を作り上げていくシステムの提案及び商

品計画 

 

2. テーマパークビジネス・オリエンタルランド（株）
の将来展望 

(1) ディズニーランド、ディズニーシー開園から取
得したデザインコンセプト、運営ノウハウ等の

情報の整理と分析 

(2) ディズニー式日本オリジナルテーマパークコン
セプトの研究開発と確立 

(3) ディズニー式日本オリジナルテーマパーク開園 
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3. 日本のエンターテインメントビジネスの海外進
出の可能性 

(1) ソニー（株）の場合 
1) 2003 年 3 月期の海外売上高は、約 2 兆 8,848
億 2,200万円であり、（総売上 7兆 4,736億 3,300
万円の約 38.6％）売上高で既に海外進出済み 

2) ハード・ソフトの製品は全て全世界を相手とし
たグローバル・スタンダード    

3) 経営トップに 2005年 3月期より外国人の起用 
(2) オリエンタルランド（株）の場合 
1) 海外から移入したオリジナルの米国型エンター
テインメント、ディズニー式テーマパークの日

本国内での定着成功 

2) 米国ディズニーランドのソフト・ハードのコン
セプトを改善改良、新テーマパークのコンセプ

トは東京ディズニーシーの完成・施行により試

行錯誤の時代はほぼ終了 

3) 海外進出に向けたハード・ソフトウエアミック
スの創作、日本型ディズニー式テーマパーク試

行の機会の模索開始 

 

まとめ 

1. 日本の個人消費を支える経済動向について、日本
は米国の約 20年遅れではあるが同様の傾向を示
す。 

2. ゲーム、テレビゲーム、音楽配信においてはグロ
ーバル・スタンダードが用いられ、対象市場は世

界市場である。21 世紀のエンターテインメント
においてはＡＶとＩＴの更なる融合が一層進む

と考えられる。 

3. 日本への米国型ディズニー式テーマパークの移
入の時期が米国でのディズニーランド創設時期

と酷似していて、これが同ビジネスの日本定着の

大きな要因と考えられる。その後の発展も同様の

軌跡を画いている。 

4. 中国に創設される香港並びに上海ディズニーラ
ンドに対抗していくために、日本オリジナルのデ

ィズニー式テーマパークビジネスの確立が必要

であり、この問題解決策を早急に検討する必要が

ある。  
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